
平成２４年度 東京都における中小企業の労働事情（概要） 

 

東京都中小企業団体中央会 
 

東京都中小企業団体中央会では、東京都における中小企業の労働事情を的確に把握するため、昭和  
３９年度より数えて今回で４９回目となる「中小企業労働事情実態調査」を実施した。その内容は、経

営状況、労働時間、賃金等に関する時系列的調査項目のほか、育児及び介護休業制度への対応等、高年

齢者や障がい者の雇用状況など、直面する労働情勢に関連した重点項目を加えて調査を実施した。 
 

＜調査概要＞ 

１．調査実施方法：郵送調査・郵送回収 

２．調 査 時 点：平成２４年７月１日現在 

３．調査実施期間：平成２４年７月１日～７月１０日 

４．調 査 対 象：東京都内の中小企業団体傘下の事業所で、従業員３００人以下の１，５００事業所

（製造業９業種、非製造業５業種）を対象に実施 

５．有 効 回 答：５１１事業所（有効回答率３４．１％） 

 
＜ポイント＞ 

１．現在の経営状況及び主要事業の今後の方針 

     経営状況を全体でみると、「変わらない」が４４．２％、「悪い」が４１．９％、「良い」が 
１３．９％の順であった。前年度比で、「悪い」は１６．８ポイント減、「変わらない」は９．５ポ

イント増、「良い」は７．２ポイント増となっており、「悪い」とする比率は大きく減少し、「良い」

とする比率が増加していることから、中小企業を取り巻く経営環境は、改善しているものと考えら

れる。主要事業の今後の方針は、「現状維持」が６１．８％、「強化拡大」が２４．７％、「縮小」が

１１．２％、「廃止」が１．８％の順であった。前年度比で、「強化拡大」は２．３ポイント増、「現

状維持」は２．４ポイント減、「縮小」が０．３ポイント増、「廃止」が０．３ポイント減となって

いる。若干ではあるが「強化拡大」が増加していることは、前出の経営状況好転の増加とともに、

中小企業経営者の前向きな姿勢が感じられる。（Ｐ６・７） 
 

２．就業規則等における育児・介護休業制度の整備及び働きながら育児・介護をする従業員に対する支援 

   就業規則等における育児休業制度に関する規定の整備については、全体で「整備している」と回

答した事業所が４８．５％、「整備していない」と回答した事業所が５１．５％であった。従業員

数３０人以上の事業所では８割以上が整備しているものの、同３０人未満の事業所では半数にもと

どいていない。また、働きながら育児をする従業員に対する支援（複数回答）については、「特に

支援はしていない」が最も多く４８．５％、次いで「短時間勤務制度の導入」が２５．０％、「始

業・終業時刻の繰上げ・繰下げ」が２０．９％、「所定外労働の免除」が１８．２％などとなって

いる。（Ｐ１２～１４） 
   介護休業制度に関する規定の整備については、「整備している」と回答した事業所が３７．６％、

「整備していない」と回答した事業所が６２．４％となっている。介護休業制度に関する規定も、 
  従業員数３０人未満の事業所では３分の２以上が未整備であることから、育児休業制度と併せて対

応が望まれる。また、働きながら介護をする従業員に対する支援（複数回答）については、「特に支

援はしていない」が最も多く５８．７％、次いで「短時間勤務制度の導入」が１６．８％、「始業・

終業時刻の繰上げ・繰下げ」が１４．７％、「所定外労働の免除」が１０．６％などとなっている。

（Ｐ１５～１７） 
 



３．平成２５年３月の新規学卒者の採用計画 

平成２５年３月の新規学卒者（第２新卒者・中途採用者を除く。）の採用計画の有無については、

全体で「ある」が１５．３％、「ない」が６２．０％、「未定」が２２．７％となっている。前年度

比で、「ある」と回答した割合は２．７ポイント増加していることから、中小企業の採用意欲は若干

上向いているものと思われる。平均採用予定人数については、高校卒が２．３７人（前年度比 
０．３３人増）、専門学校卒が２．１１人（同０．４人増）、短大卒（含高専）が１．２２人 
（同０．２２人増）、大学卒が２．６６人（同０．３８人増）となっており、高校卒、専門学校卒、

短大卒（含高専）及び大学卒いずれも、前年度比で採用予定人数は僅かながら増加している。 
（Ｐ１９） 

 

４．６０歳以上の高年齢者の雇用形態及び高年齢者雇用安定法に基づく高年齢者の雇用措置の状況 

    ６０歳以上の高年齢者を雇用していると回答した事業所に、高年齢者の雇用形態について尋ねた

ところ、全体で「嘱託・契約社員」が最も多く５３．４％、次いで「正社員」が４４．９％、「パ

ートタイマー」が２３．４％、「派遣」が１．７％、「その他」が１．５％となっている。高年齢者

雇用安定法により高年齢者を雇用する措置を講じることが事業所に義務づけられているが、その状

況についてみると、「継続雇用制度を導入している」が７２．３％、「定年年齢を６５歳以上に引き

上げている」が１８．７％、「定年の定めを廃止している」が７．２％の順となっている。 

（Ｐ２０～２２） 

 

５．障がい者雇用の有無及び障がい者の新規雇用予定 

   障がい者の雇用の有無について、全体で「雇用している」と回答した事業所が１６．４％、「雇

用していない」と回答した事業所が８３．６％となっている。障がい者を雇用していないと回答し

た事業所に、障がい者を新規に雇用する予定について尋ねたところ、「新規雇用する予定はない」

が９２．５％、「新規雇用を検討中」が６．１％、「新規雇用する予定がある」が１．４％となって

いる。 

平成２２年７月に行った同様の調査では、「予定がある」と回答した事業所はゼロであり、「検討

中である」も５．４％であった。従業員規模でみても、１～９人規模は「予定がない」が１００％、

１０～２９人規模は「検討中である」が５．１％（「予定がある」はゼロ）、３０～９９人規模は「検

討中である」が８．６％（同）、１００～３００人規模は「検討中である」が３０．８％（同）であ

ったことから、中小企業においても障がい者を雇用しようとする意欲は高くなっているといえる。 

（Ｐ２３～２５） 

  

６．賃金改定の実施状況と平均昇給額・昇給率（単純平均）   

   平成２４年１月１日から同年７月１日までの賃金改定の実施状況については、全体で「引上げた」

が３６．５％（前年度比６．４ポイント増）で最も多く、次いで「未定」が３３．９％（同７．０

ポイント減）、「今年は実施しない（凍結）」が１４．７％（同０．９ポイント増）、「７月以降引上

げる予定」が１０．０％（同２．１ポイント増）、「引下げた」が２．９％（同１．５ポイント減）、

「７月以降引下げる予定」が２．０％（同０．９ポイント減）の順となっている。 
前年度と比較すると「引上げた」及び「７月以降引上げる予定」が増加し、「引下げた」と「７月

以降引下げる予定」が若干減少していることなどから、賃金の改定状況は上昇傾向にあるものと思

われる。平均昇給額と昇給率を規模別でみると、従業員数１～９人規模が▲９１３円 
（▲０．３３％）、１０～２９人規模が３，０６８円（１．０８％）、３０～９９人規模が 
５，１６０円（１．８２％）、１００～３００人規模が５，９７９円（２．１７％）となっている。

（Ｐ２７・２８） 
 

 

以 上 


